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2011年夏「反原発県内キャラバン」をはじめるにあたって

「火のようにかざしたこぶしの叫び」もて「反原発都市」と・・・

われら 地球という星の一隅の列島の そのまた一隅に仮寓する者

われら 許されたる仮寓の条件をも自壊する 愚かなる所業をなす者の末
裔

AD2011年春 3月 我らの仮寓する列島東北部に出来する驚天動地
シ ユ ツ タ イ

その驚天動地の底で果てた 幽明境を異にする人々よ

その驚天動地に連なる愚かなる所業の累積の極みを 背負い続ける人々よ

もし許されるものであるならば

もし許されるものであるならば

「火のようにかざした ／こぶしの叫びは いつでも／

踏みにじられた その苦しみの／うちがわに反響するうめきを聞くのは／
けれども いつもぼくらだ／けっして あのものたちではない」（＊）

その「うめき」の〈むこう〉へ その「うめき」の〈むこう〉へ」

されば われら いと高きにあるものを 求めん

されば われら いと大いなるものを 求めん

天と地に恥ずることなきわが身を その間に自ら立たしむること
を

「あのものたち」の領する国家 それはわれらの「後」なるもの われら その
の ち

内部の外部とならん

「あのものたち」の操る「プロメテウスの第２の火」 それは「第１の火」の「後」
先 見 の 明 を 持 つ 者 あ と

なるもの われら それをその「先見の明」のうちに還さん

われら 天と地に恥ずることなきわが身を立たしむる われらの仮寓する地

を

「火のようにかざした叫び」もて 「反原発都市」と呼ばん
「火のようにかざした叫び」もて 「反原発都市」と呼ばん

（＊）新城兵一「内破－辺野古」(「宮古島」文学５号）から
「あのものたち」の内に私・たちが在ることを

恐れながら・・・



- 4 -

とはいえ、現地の人々と支援する金沢・富山の者たちの闘い

は、大きな成果として、今も息づいてる。

１．１号機運転開始を、計画から１２年も遅らせた

２．３－４号機建設計画を、未だに出させていない

３．原発攻撃をはねのけた珠洲の人々の激しく粘り強い闘いも、あ

いまって能登半島全体のエネルギー基地化を許していない

４．全国初の差止め訴訟の勝訴判決を、ひきだした

26年の激しい攻防は、

いくつもの前代未聞の出来事を、残した

l 赤住（原発立地地区）での原発をめぐる住民投票＋その謎につ

つまれた投票箱の廃棄

l 北電の海洋調査の石川県による肩代わり

l 陸揚げ港と建屋をふくむ原発敷地を横断する県道

l ２号機第１審勝訴－２号機に対する差止め訴訟の勝訴

（金沢地裁 井戸裁判長）

l あわや爆発寸前の臨界事故の長期にわたる隠蔽、しかも経産省
イ ン ペ イ

にうながされて、やっと公表

なお息づく闘いの成果を手がかりに

能登（志賀）原発を廃炉に!!

26年（1967年～1993年）の激しい攻防の末、
能登（志賀）原発は、力づくで稼働させられた
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県内自治体に、私・たちは、求める

反原発都市を 今ここに
私・たち「反原発市民の会・富山」は、３・ 11 以降、福島の人々の脱被曝・非被曝の、言わば「生存運動」

に呼応する反原発・脱原発のアクションとして、この富山で何ができるのかを考えてきました。そしてこの夏、

「反原発県内キャラバン」を行いました。

この「キャラバン」では、主に県内の石川県隣接地及び湾岸の自治体の市長、市議、県議、教委、農協、

漁協、商工会議所などに、能登原発の再稼働の是非や、 3 ・ 11 以後の「食」の放射能汚染などをめぐって

アンケート調査をしたり、県や市の行政担当者や大手スーパー等に対して、「食」の安全確保の実態をリサ

ーチしたりする活動を行いました。

その結果、能登原発の再稼働に対する不安や、食の汚染に対する不安が、この富山でも予想を超えて広

がっていることが分かりました。

しかし、これらの不安の声をそのまま自治体に届けることが、福島の「生存運動」に呼応するアクションにな

るのでしょうか。

提案

「県内自治体に、私・たちは、求める。反原発都市を今ここに」 能登原発の再稼働に県内各自

治体が承認権を持つこと、検査態勢を強化して食の安全を確保すること・・・などなど、一つ一つが大切なこ

とです。しかし、自治体に対処療法を求めるのではなく、反原発都市を構築するというコンセプトの共有を求

めていく。そうすることで、この未曾有の人災から今後も次々発し続けられるであろう未曾有の問題を発見

し、その都度、反原発都市構築に向けて組み込むことができるのではないか。

富山県内自治体に反原発都市構築に向けた取り組みが生まれることで、福島の「生存運動」と呼応し合う

関係が生まれるのではないかと考えます。

そこで、市長さんに、反原発都市の要件を提案し、ご意見を伺うことを、「市長への申し入れ」にしたいと思

います。

反原発都市、その４つの要件

Ⅰ．反原発都市 それは非核都市である

富山県内のすべての市町村は、「非核宣言」をしている そのうえにたって

① （医療用・研究用アイソトープ及びＸ線をのぞく）すべての核物質の域内への持ち込み／

域内での製造・販売・使用・貯蔵・廃棄を認めない

② すべての核兵器の域内への配備／域内への入港・着陸・通過／域内での製造を認めな

い

Ⅱ．反原発都市 それは反原子力発電都市である

③ あらゆる種類の原子力プラントの立地・建設を認めない／あらゆる放射性廃棄物の貯蔵

／廃棄を認めない
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④ 隣接県における原子力プラントの立地・建設・稼働・再稼働について、発言権をもつ／最

近接地における原子力プラントの立地・建設・稼働・再稼働について、拒否権（停止要求

権を含む）をもち、住民への説明責任の追及権をもつ

Ⅲ．反原発都市 それは非放射能汚染都市である

⑤ 最近接地の原子力プラント事業者との間で防災協定を締結する

⑥ 近接・最近接地における原発「事故」に対する防災計画（独自の放射線測定 食品を

はじめとする汚染物質測定計画を含む）及びその「事故」による避難者の受け入れ／送り

出し計画を策定する

⑦ 原発「事故」被曝地域のために、自治体連合による支援機構の創出に努める

Ⅳ．反原発都市 それは避難都市である

⑧ 原発「事故」を含むすべての「災害」の被災者・被曝者の「避難の権利（帰還権を含む）」

を保障し、無条件に「歓待」する

⑨ 域内での居住権を獲得した者のイニシアチブによる避難者の受け入れ計画の改定／再

構成を、積極的に支援する

反原発都市の要件をめぐって、市長にお尋ねします

問１ 反原発都市のⅠ．Ⅱ．Ⅲ．Ⅳ．という４つの要件のコンセプトについて、どのように
思われますか。それぞれａ~ｅより 1つずつ選んで答えてください。

ａ．それで良いと思う
ｂ．趣旨は了解できる
ｃ．同意できない
ｄ．現実性のないものについて判断できない／する必要はない
ｅ．何とも言えない／ナンセンス

問２ 反原発都市の一つ一つの要件①～⑨につい

て、現状から判断して、どのように思われますか。それぞれａ~ｅより 1つずつ選んで
答えてください。

ａ．判断する気もない／判断する必要もない
ｂ．そもそもムリだ
ｃ．すべてというわけにはいかないが、一部は可能性がある
ｄ．可能性はある
ｅ．挑戦する価値はある

　Ⅰ 　Ⅱ 　Ⅲ 　Ⅳ

　① 　② 　③ 　④ 　⑤ 　⑥ 　⑦ 　⑧ 　⑨
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「原発及び、『食』と学校給食にかかわる緊急アンケート」の項目について
とやま・市民調査室

主に県内の石川県隣接地及び湾岸の自治体の市長、市議、県議、教委、及び農協、漁協、商工会
議所などに、能登原発の再稼働の是非や、 3 ・ 11 の福島原発「事故」以後の食・「学校給食」の放射
能汚染などをめぐってアンケート調査を実施しました。

《方法》
７月８日～１１日に郵送し、回答の締め切り日を２４日とした。
以下は、そのときのアンケート項目を転載したものである。

原発に関する緊急アンケート

次のⅠからⅢの設問について、「はい―どちらとも言えない―いいえ」のどれかに○
をつけて、お答えください。最後に設けた自由記述欄には、今回の原発事故や原発の再
稼働等について、自由にご意見をお寄せください。
なお、ご回答いただいた方の年齢や性別をご記入下さい。

Ⅰ 今後の原発政策について
１，福島第１原発の「事故」以降、原発について不安を感じている。
２，福島第１原発の「事故」の深刻さや重大性に鑑み、日本の全ての原発を直ちに停止すべきだと考え
る。

３，少なくとも、福島第１原発の「事故」が収束し、日本の原発の抱える問題点について遺漏無く対策が講
じられるまでは、現在停止中の原発は、運転再開を控えるべきである。

４，現在、停止中の原発は再稼働させないと同時に、稼働中のものについても、老朽化や地震・津波の可
能性等を判断して、危険度が高いと思われる原発から順に早急に運転を停止し、将来的には日本の
原発は全て廃炉にすべきである。

５，今後は、風力・太陽光といった循環型の自然エネルギーを利用する発電方式による電力の比率を高
めるようにすべきである。

６，既存の原発施設が「事故」を起こした場合、「事故」の規模の大小を問わず、被害を受ける可能性があ
る全ての自治体の住民が、その原発の運転再開に対し、拒否権をもつことができる制度にすべきであ
る。

Ⅱ 志賀原発について
１，福島第１原発の「事故」の深刻さや重大性に鑑み、現在停止中の志賀原発の運転は、再開させるべき
ではないと考える。

２，志賀原発で「事故」が発生すれば、富山県全域に深刻な被害を及ぼす可能性があることから、北陸電
力が現在停止中の志賀原発の運転を再開するに際しては、県内の各市町村自治体の同意も取り付け
る必要があると考える。

３，北陸電力が現在停止中の志賀原発の運転を再開するにあたっては、富山県内の自治体の住民が希
望すれば、住民の不安が解消されるまで、北電側は何度でも説明会を開くべきであると考える。

４，政府によって運転停止を要請され、現在運転停止している浜岡原発と志賀原発との危険性の違いが、
政府や北陸電力によって、明確に説明されているとは言い難いと思う。

Ⅲ 防災計画及び、避難（受け入れ）計画について
１，志賀原発にも、福島第１原発「事故」級の大規模「災害」が起こりうると想定して、現行１０キロ圏内とさ
れるＥＰＺ（防災対策を重点的に充実すべき地域）のエリアの拡大を含めて、早急に富山県や県内市
町村自治体の原子力防災計画の抜本的な見直しが、必要であると考える。

２，富山県や県内自治体は、志賀原発の「事故」により住民が被災した場合の受け入れ先を確保するため
の避難計画・体制を、具体的に整備しておく必要があると考える。

３，今回の原発「事故」の被災者に限らず、原発「事故」対策の一環として、原発の「事故」の被災者を富
山県や県内自治体が受け入れるための計画・体制を、整備すべきだと考える。

４，富山県内の放射能モニタリングポストは、太閤山の県環境科学センターの屋上（地上 15 メートル）に１
台だけ設置されているが、本来は、もっと地表に近い観測点で、各市町村自治体に設置されてしかる
べきであると考える。

５，原発「事故」対策の一環として、ヨウ素剤や放射能測定器を、富山県内の各学校や、幼稚園・保育園
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等に配置するための体制を整備すべきだと考える。

《自由記述欄》＊今回の原発「事故」や原発の再稼働等について、自由にご意見をお寄せ下さい。

「食」と学校給食の安全をめぐるアンケート

次のⅠ～Ⅳの設問について、選択肢に○をつけるか、もしくは、記入欄に回答をお書きいた
だいて、お答え下さい。最後に設けた自由記述欄には、今回の原発「事故」以降の「食」の安
全性等について、日頃お感じになっていること等を、ご自由にお書き下さい。

Ⅰ．福島原発事故以降、東北南部や関東地方を中心に、大気中や土壌で高い放射線量が測定され、ま
た、各地の農産物や魚介類から基準値を上回る放射能が検出されて、出荷停止となることが続いていま
す。そのような状況の中で、子どもたちの「食」の安全性、とりわけ、乳幼児から中学生までの子どもたち
が、保育所・幼稚園や小・中学校で、土日を除く毎日食べている給食に使用されている食材の安全性に
ついて、どのようにお感じですか。

ア）非常に不安を感じている。 イ）一応、大丈夫とは思うが、多少の不安を感じている。
ウ）心配していない。 エ）現時点では、安全とも不安とも判断のしようがない。

＊「ア」、「イ」とお答えになった方へ：

子どもたちの給食の放射能汚染からの安全を確保するために、具体的にどのような取り組みが必要だ
とお考えですか。下記の選択肢から選んで、ご回答下さい。（複数回答可）

ア） 大気中や土壌で高い放射線量が測定されている東北南部や関東地方以外の産地の農産物や
魚介類を、給食の食材として使用する。

イ） 加工食品については、原材料として、東北南部や関東地方を産地とする農産物や魚介類を使用
していないことを確認の上、給食の食材として使用する。

ウ） インターネット等で情報収集を行って、放射能汚染されていないことを確認した食材を、給食に使
用する。

エ） 給食で使われている食材の放射能を測定する体制を整備する。
オ） 富山県や県内の自治体で、食品の安全性について、情報収集・提供を行う体制を整備する。
カ） その他 （ ）

Ⅱ．国内で生産され、日常的に消費される食品については、輸入食品に対する以上に厳しい安全
基準が求められているはずなのに、福島原発事故後、食品の放射能の安全基準が引き上げら
れ、食品から検出される放射能が安全基準値内であることが必ずしも食品の安全性を保障しな
い、という意見があります。そのような意見に対して、どのようにお考えですか。
ア） 同感であり、現行の国の食品の放射能安全基準に不安を感じる。
イ） 多少の不安を感じるが、現行の国の食品の放射能安全基準でも、ある程度は食品の安全性が確
保されていると思う。

ウ） 国の食品の放射能安全基準を信頼している。
エ） 分からない。

Ⅲ．福島原発事故以降、学校給食の食材の放射能汚染の問題について、質問・相談や要望を受
けたことがありますか。
ア） はい イ） いいえ
ウ）上記の問題に関する質問・相談や、要望の有無について把握していない
＊「ア」とお答えになった方に：
それらの質問・相談や要望は、主にどのような内容のものでしたか。また、それらに対して、どのようにお

答えになられましたか。下の空欄にお書き下さい。

Ⅳ．自由記述欄：
福島原発事故以降の「食」の安全性について、日頃、お感じになっていらっしゃることや、そのた

めの取り組み、また、「食」の安全の確保のためのご提案などがありましたら、下の空欄にご自由に
お書き下さい。
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緊急アンケート結果の概要

業界別、年代別、東西地区別で、回答されたアンケート項目を集計した。
原発について
Ⅰ 今後の原発政策について

①「原発に不安を感じている」では、全体で 80 ％強が「はい」とこたえており、農協・漁協は 60 ％と少なく、
議員は 80 ％、行政・経済界は 100 ％となっている。今回の事故が県内に大きな不安をもたらしていることが
分かる。

〈食〉の生産に携わる農協・漁協は、原発に対する拒否の思いが強いだろうという予想があったが、②「原発

の即時停止」や、③「対策が遺漏無く講じられるまで停止中の原発を再稼働させるべきではない」、④「将来

的には原発は全て廃炉にすべき」といった項目について、農協・漁協の「はい」と回答している割合は、② 10
数％、③ 20 数％、④ 20％弱にとどまっている。農協・漁協の組合長は、生産者というより、むしろ流通業者で
あり、既存の生産・流通システムを守るため、「風評被害」の沈静化へと躍起になっているのではないか、と勘

ぐりたくなる。

議員の「はい」と回答している割合は、② 20 数％、③ 50 ％、④ 40 数％と、農協・漁協の倍以上に高くなっ
ている。保守系の議員が多い割に、原発に対する見方はシビアになったようだ。行政は当然、「どちらともいえ

ない」という回答が大半だった。

⑤「循環型エネルギーにすべき」の項目については、全体で 90 ％以上が賛成している。ただ、行政は 60
％と少なく、これについても慎重に対応しようとしているのが分かる。

Ⅱ 志賀原発に対して

①「志賀原発は運転再開すべきではない」という項目に対して、「はい」と回答している割合は、農協・漁協

では 20 ％弱であるのに対して、議員は 40 ％である。また、②「志賀原発の運転再開に対して県内の自治体
の同意が必要である」という項目に対して、農協・漁協では 40 ％弱、議員では 60 ％が、「はい」と回答してい
る。県議会や県内の自治体の市会議員の大半が保守系議員だが、保守か革新かに関わらず、多くの議員が

原発事故後の状況に対して危惧を抱いていることや、志賀原発の再稼働の是非については、「市民の代表で

ある自分たちが決めていく」といった意識をもっていることが、うかがえる。

Ⅰ，Ⅱの「年代別」集計からは、「はい」の回答が 50歳代をピークしているものが多かった。

Ⅲ 防災計画及び避難（受け入れ）計画について

防災計画の見直しについては、どの項目についても約 90 ％で、行政が 100 ％の項目もあった。地域防災
計画の原子力災害についての部分は、国の指針に基づき策定されているわけだが、その想定がまったく現

実に起きた３・１１の事故の規模に見合っていなかったことは、行政なら誰でも知っている事実である。行政が

100％の計画の見直しを掲げるのは、むしろ当然であろう。
５、「ヨウ素材・放射能測定器の整備」については、約 50％と、比較的意識が低かった。

Ⅳ まとめ

アンケートの結果を大まかに見ると、原発に対する不安や、停止中の原発の再稼働への危惧といった項目

に、「はい」と回答する割合は、西部の方が東部よりも常に 20 ％程度高くなっていることが分かる。そのことか
ら、志賀原発に近い県西部の人たちの方が、原発事故についてより切実な危機感を抱いているということが、

うかがえた。

食・学校給食の安全性について

約 70 ％が学校給食に不安をもっており、その多くが、給食食材の放射能を測定する体制や、食品の安全性に
ついての情報収集・提供を行う体制を、県や県内自治体に整備することを求めている。

「判断しようがない」という回答が多かったが、このアンケートは、セシウム牛が発覚し、県内でも大問題になる

少し前に行われたものであり、少し時期がずれれば、また全然違った回答結果になっていたのではないかと思う。

そして、そんな中でも、約 80 ％の回答者が、国の食品安全基準に対し、疑問や不安を抱いていると、正直に述
べている。

これらのアンケートを行うことで、原発や、食・学校給食の安全性について、県内の様々な立場の人々の考え
の概要を知ることができたように思う。このアンケート結果を、「各市でのつどい」「市長への申し入れ」（ 5 ～ 6 及
び 14～ 17ページ参照）や「アクションリサーチ」（ 10ページ参照）に活かすことができた。
なお、結果の詳細については、 http://prosv2.tok2.com/~jammers/simin-tyosa/を参照。
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「アクション・リサーチ」報告 原発「政治」から子どもを守れ！

〈食〉をめぐる原発「政治」は

いかに進められたのか

福島原発事故後の「暫定基準値」では、１ｋｇ当たり

370 ベクレルという、チェルノブイリ原発事故後の食
品中の放射性セシウムの基準値を 500 ベクレルに引
き上げた。そのように、政府は、放射能汚染食品の生

産・流通の制限による経済的損失・補償を最小限に

するために、放射能の安全基準値を引き上げること

で、〈食〉を通じた内部被曝を政策的に容認してい

る。

4 月始めに東京都も含めた 11 都県が、農産物の
放射能検査の実施を要請されている（ 6 月末に 14
都県に拡大）。しかし、 11 都県の 513 市町村区の約
4 割の 203 市町村区が、 4 月末までに一度も放射能
検査を行っていなかったということに、農産物の放射

能検査のずさんな実態の一端が現れている。

農水省のホームページでは、「食べて応援しよ

う！」というコピーの下で、被災地支援に向けた「食品

フェア・イベント」が紹介されている。そのように、放射

能汚染食品による健康被害の防止に努めるどころ

か、放射能汚染地域の農産物の流通・消費を積極的

に後押しするという政府の姿勢に、怒りを覚えてい

る。

東京都で食肉処理された南相馬市の牛から高濃

度の放射性セシウムが検出されたことが、「セシウム

牛」問題の発覚のきっかけになっている。その根本に

は、同市のような、高い放射能に汚染された「計画的

避難区域」の家畜でも、通り一般の検査で移送・食肉

処理を許可するという政府の方針がある。

このように、広範囲で深刻な放射能汚染の中で、

既存の生産・流通システムを維持するという「無理」

を、放射能汚染食品を食べる私たちの側の健康被害

を代償に「解消」するという形で、〈食〉をめぐる原発

「政治」が展開されている。同時に、それは、「食べて

応援しよう！」キャンペーンのように、放射能汚染の

現実に対する私たちの怒りや不安の感情のコントロ

ールと一体化して進められている。

子どもたちの〈食〉の安全を求める動き

現在、子どもたちの〈食〉の安全を求める動きが、

給食の食材の産地の公開や、放射能汚染地域の食

材を給食で使用しないことなど、子どもたちが日頃食

べている学校給食を中心に、繰り広げられている。

横浜市では、給食の食材の産地の公開によって福

島産野菜の使用が明らかになったことをきっかけに、

署名運動が起こり、福島産の野菜を給食で使用しな

いことを求める請願が市議会に出された。そうした父

母たちの動きに市会議員も賛同し、給食食材の放射

能検査を市に要求した。現在、横浜市では、給食で

使用される野菜の放射能検査が毎日行われている。

この富山でも、幼い子どもをもつ女性たちを中心

に、安全な給食を求める動きが登場している。

「アクション・リサーチ」から見えてきたこと

今回、私たちは、「とやま市民調査室」という調査チ

ームとして、スーパーや、県農産食品課、県生活衛

生課、富山市の給食を担当する市教委学校保健課

や、給食食材の仕入れを行う富山市学校給食会へ

の聞き取り調査を軸に、「アクション・リサーチ」を行っ

た。

「アクション・リサーチ」では、福島牛の富山への流

入状況を県農産食品課に尋ねたのだが、他の牧場

や食肉加工場への移送の際に牛の個体識別番号を

届け出るが、食肉加工された以降は届け出義務はな

く、どこの産地の牛肉がどれだけ富山で流通している

かは把握できない、ということだった。

〈食〉の安全性の確保のためにどのような対策が講

じられているのかということも、今回の重要な質問項

目だったが、あるスーパーによれば、独自に放射能

検査を行っている大手食品メーカーに〈食〉の安全対

策を頼っているのが現状だ、ということだった。また、

県では、東北・関東からの稲わらの購入について農

家に電話調査したり、他県からの依頼によって富山

に入った「セシウム牛」の追跡調査を行ったりしてい

る、ということだった。しかし、基本的には、国の農産

物の放射能検査情報を毎日パソコン上でチェックす

ることが、県行政による主な放射能汚染対策であるの

が実情だ。一方、「アクション・リサーチ」では、相手方

が、「東北・関東の農産物を避ければ、国からの『視

察』が入る」、「特定の産地の農産物を避けたという評

判が立てば、風評被害を引き置こしたとして非難され

る」などと言い出して、それ以上、立ち入った質問が

できないということが度々あった。

そのように、実際に足を運んで聞き取り調査をした

わりには、大したことが分からないという思いが、しば

らく残り続けていた。しかし、そうではなく、原発「政

治」を支えている「自己規制」意識の「壁」が、今回の

「アクション・リサーチ」を通じて明白に見えてきたとい

うことなのではないかと、今では考えている。

特定の産地の農産物を避けて、安全な〈食〉を求

めるということ自体が、私たちを放射能汚染の中に

「遺棄」する原発「政治」や、それを支える「自己規

制」意識に対抗するための、ミクロな抵抗としての意

味をもつような状況になっている。そのような意味で

も、〈食〉を１つの切り口として、私たちの「生」を操作

する支配システムからの「逃走」をいかに集団的な営

みとして創造・提示することができるのかが、問われ

ているはずだ。今回の「アクション・リサーチ」を振り返

って、改めてそのように感じている。
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反原発県内キャラバン第1回「つどい」（8/11・小矢部市)を振り返る

「今すぐ、原発を止めろ！停止中の原発は再稼働するな！」というこの国の各地で発せられている〈声〉を、

現実に全ての原発を停止・廃炉にまで追い込むことへの力に高めていくことの一端を、富山の私たちも担いた

い。

このような思いから、反原発市民の会・富山では、今年夏の「反原発県内キャラバン」の企画・準備を進め

てきました。その一環として、富山湾岸沿いの県内6市での「つどい」をもちます。

8月11日（木）、小矢部市総合会館で、反原発県内キャラバンの第1回「つどい」が行なわれました。以下は、

その「つどい」での論議の要約です。

県内キャラバン「つどい」報告

第 1 回「つどい」では、最初に、今回の「反原発県
内キャラバン」を企画した反原発市民の会・富山か
ら、主催者としてのあいさつを兼ねた「提起」がありま
した。
現在、多くの福島の母親たちが、学校単位での集

団避難など、政府が直ちに子どもたちを被曝から守

るための手段を取るよう、訴えている。また、農産物の

放射能汚染によって、一挙に生活の手段を奪われた

農民たちは、怒りを込めて生活のための補償を要求

している。そのように、原発事故の現地では、まさに、

過酷な放射能汚染の中での「生存運動」とでも言うべ

き動きが繰り広げられている。そうした福島の人たち

からの切実な〈声〉や動きに対して、富山の私たちとし

ていかに「応答」できるのか、を探りたい。

そのように考えて「キャラバン」を企画したが、今回

の「つどい」でも、そのことを大きなテーマとして論議

を進めながら、富山湾岸沿いの県内７市の市長への

申し入れに臨みたい、という思いが語られました。

今回の「キャラバン」を企画するに際して、「とやま

市民調査室」という調査グループをつくり、県会議員

や、富山湾岸沿いの県内自治体の市長・市会議員、

教委、農・漁協などに、能登原発の再稼働の是非

や、学校給食の放射能汚染からの安全性をめぐるア

ンケートを行いました。併せて、「アクション・リサー

チ」として、県・市の行政担当者や大手スーパー等に

対して、〈食〉の放射能汚染の実態をめぐる聞き取り

調査も、行いました。

そうしたアンケート調査を通じて、〈食〉の放射能汚

染に対して、回答者の 8 割以上が不安を抱いている
といった実態が明らかになっています。今回の「つど

い」では、反原発市民の会からの「提起」に引き続い

て、「とやま市民調査室」のアンケートや聞き取り調査

から明らかになったことの報告が、行われました

（〈食〉の放射能汚染をめぐる「アクション・リサーチ」

の概要については、今後の「反原発県内キャラバン・

報告」に掲載予定）。

再近接地の原発の稼働・再稼働に対する「拒否

権」・「停止要求権」や、原発事故を含む全ての災害

被災者・被曝者の「歓待」、といったレベルにまで「反

原発」ということを具体化し、都市の構成原理に置こう

とするあり方を、私たちは、仮に、「反原発都市」と名

付けています。

今回の「つどい」の最後では、 8 月 16 日（火）に予
定の小矢部市長への申し入れをめぐって、参加者同

士で 1 時間半以上に及ぶ、活発な論議が行われまし
た。その中で、「反原発都市」という貴重な問題提起

を行う申し入れが、誰にも注目されないままになって

しまうことが残念だ、という発言が、ある参加者からあ

りました。

その発言に対して、自分たちの提起を相手がどう

受け止めるのか表明することを迫るという申し入れの

スタイル自体が今までにない画期的ことではないか、

という意見が出ていました。

また、そうした論議の中で、フランスのゴダールの

「ヒア&ゼア」という映画のことが、言及されていまし
た。その映画の「ヒア」と「ゼア」というのは、フランスと

パレスチナのことだが、この富山と福島現地とを結ぶ

「と」がどのようなものであるのか、が問われている。直

接の現地ではない富山の私たちだからこそ、逆に、

「反原発都市」といった戦略的な課題に取り組むこと

が、福島の人々の「生存運動」に「応答」するための１

つの筋道ではないか、ということでした。

そのように、現地と現地ではない自分たちとの「接

続」をどのように創り出すのか。「反原発都市」ならぬ

「原子力都市」（矢部史郎）を成立させている「無関心

という共謀」を打破するためにも、私たちがそうした

「問い」を手放さ

ないことが、強く

求められている

のではないか。

今回の「つどい」

を振り返って、そ

う感じました。
第1回 小矢部市での「つどい」
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反原発県内キャラバン第２回「つどい」（8/16・氷見市)を振り返る

8 月 16 日（火）、氷見市のいきいき元気館で、「反
原発県内キャラバン」の第２回「つどい」が行われまし

た。

最初に、「反原発県内キャラバン」を企画した反原

発市民の会・富山からの提起を含めたあいさつがあり

ました。「キャラバン」の申し入れでは、県内 7 市の市
長に、「非核都市」、「反原子力発電都市」、「非放射

能汚染都市」、「避難都市」という４つの「要件」を柱と

する「反原発都市」というコンセプトに基づく地域の再

構成を求めます。そのことを単なるスローガンに終わ

らせないためにも、「つどい」での活発な論議を通じ

て、「反原発都市」というコンセプトを参加者の間で更

に豊かに共有化していきたいという思いが語られまし

た。

それに引き続き、今回の「キャラバン」の企画に際

して、「とやま市民調査室」という調査チームをつくっ

て実施した、県会議員や、県内の自治体の市長や市

会議員、教委、農・漁協などに対するアンケート調査

の結果についての報告が行われました。（アンケート

の質問項目については、「〈反原発キャラバン〉報告

１」参照）。

〈食〉の生産に携わる農協・漁協は、原発に対する

拒否の思いが強いだろうという予想があったのです

が、①「原発の即時停止」や、②「対策が遺漏無く講

じられるまで停止中の原発を再稼働させるべきでは

ない」、③「将来的には原発は全て廃炉にすべき」と

いった項目について、農協・漁協の「はい」と回答し

ている割合は、① 10数％、② 20数％、③ 20％未満
に止まっています。一方、議員の「はい」と回答してい

る割合は、① 20 数％、② 50 ％、③ 40 数％と、農協
・漁協の倍以上になっています。一方、行政は、「ど

ちらともいえない」という回答が大半です。

「志賀原発は運転再開すべきではない」という項目

に対して、「はい」と回答している割合は、農協・漁協

では 20 ％未満なのに対して、議員は 40 ％です。ま
た、「志賀原発の運転再開に対して県内の自治体の

同意が必要」という項目に対して、農協・漁協では 40
％未満、議員は 60 ％が、「はい」と回答しています。
県議会や県内の自治体の市会議員の大半が保守系

議員ですが、保守か革新かに関わらず、多くの議員

が原発事故後の状況に対して危惧を抱いていること

や、志賀原発の再稼働の是非については、自分たち

で決めていくといった意識をもっていることが、うかが

えます。

今回のアンケートの結果を大まかに見ると、原発に

対する不安や、停止中の原発の再稼働への危惧とい

った項目に、「はい」と回答する割合は、西部の方が

東部よりも 20 ％以上高くなっています。そこから、志
賀原発に近い県西部の人たちの方が、より切実な危

機感を抱いていることが、うかがえるように思います。

そうしたアンケート結果の報告の後で、「とやま市

民調査室」の「アクション・リサーチ」として行った、

〈食〉の放射能汚染の実態をめぐる県・市の行政担当

者や大手スーパー等に対する聞き取り調査の結果に

ついての報告も行われました（「アクション・リサーチ」

の概要は、今後の「〈反原発県内キャラバン〉報告」に

掲載する予定）。

その後、氷見市での「つどい」が行われた同じ 8 月
16 日の午前に、「キャラバン」の一環として小矢部市
長に対して行った申し入れについての報告がありま

した（小矢部市での申し入れについては、この「報

告」の表面参照）。

「つどい」の最後に、 8 月 18 日に予定の氷見市へ
の申し入れをめぐる論議が行われました。その中で、

「県内自治体の全てが『非核宣言』をしているが、そ

れは別に一定の要件を満たすことを求められるわけ

ではない。市への申し入れは、そのことに内実をもた

せることでもあるだろう」という、発言がありました。ま

た、「反原発都市」で言う「都市」とは、「農村」との対

比ではなく、むしろ、国家に先立って、人間が自律的

・集団的に「生」を営むあり方を指すものだ、という指

摘がありました。

「特定の産地の農産物を避けることは、風評被害

につながる」とする行政やスーパーも含めて、生産・

流通システムの維持のために、〈食〉を通じた内部被

曝を容認する原発「政治」がどのように成立している

か、ということが、「アクション・リサーチ」の報告の大き

なテーマでした。そのように、放射能汚染地帯からの

避難や、放射能汚染食品を避けるということ自体が、

意識するしないに関わらず、原発「政治」への対峙と

いう政治的な意味をもつような状況になっています。

そうした非（脱）・被曝のための直接行動と、「反原

発都市」といった、私たちの生きる地域をどのような原

理で再構成するのか、という「問い」とがいかに有機

的に結合しうるのか。そのことが、現地ではない私た

ちの、原発事故の現地の人々との「接続」がどのよう

にあるのかを考える上での、重要なポイントであるよう

に思います。

第2回氷見市での「つどい」
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反原発県内キャラバン第３回～５回「つどい」を振り返る

小矢部市（第 1 回）と氷見市（第 2 回）の「反原発
県内キャラバン」の「つどい」に引き続き、高岡市（第

3 回・ 8 月 20 日 高岡市ふれあい会館）、射水市（第

4 回・ 8 月 21 日 新湊交流会館）、魚津市（第 5 回・
8 月 25 日 新川文化ホール）で「キャラバン」の「つど

い」を行いました。

それらの「つどい」の最初の主催者あいさつでは、

「反原発都市」というコンセプトに基づき、原発を招き

寄せない地域を目指すことで、能登原発を再稼働さ

せないための力を生み出したい、という今回の「キャ

ラバン」を企画した側の思いが、改めて語られました。

それに引き続き、能登原発の再稼働の是非や、学

校給食の放射能汚染からの安全性をめぐるアンケー

ト調査の結果についての報告が行われました。その

後、富山での放射能汚染食品の流通の実態をめぐる

聞き取り調査を軸とする「アクション・リサーチ」の結果

の報告が行われました（アンケート調査結果は「〈反

原発県内キャラバン〉報告３」、「アクション・リサーチ」

の概要はこの「報告」の P4参照）。
それらの報告の後、第 3 回と 4 回の「つどい」で

は、小矢部市（ 8 月 16 日）と氷見市（ 8 月 18 日）へ
の申し入れについての報告があり、第 5 回「つどい」
では、それらに加えて、 8 月 23 日の高岡市と氷見市
への申し入れについての報告がありました（高岡市と

氷見市への申し入れはこの「報告」の P1参照）。
第 3 回の「つどい」からは、チェルノブイリ原発事故

からまだ間もない時期にロシアや日本で制作された

ビデオを「キャラバン」用に短く編集した映像の上映

も、行なわれました。屋根や壁の吹き飛んだチェルノ

ブイリ原発は、まさに爆発後の福島第 1 原発の状態
そのものでした。また、チェルノブイリ原発事故、ヨー

ロッパからの輸入食品から相次いで放射能が検出さ

れるという状況の中で、「自分の子どものために少し

でも安全な食べ物を探している」と言う画面中の女性

の姿は、必死に子どもの内部被曝を避けようとする福

島原発事故後の母親たちと重なるものでした。

「つどい」で上映した映像の最後の方に、「私が原

発に反対する本当の理由は、危険性の問題よりも、

作業員の深刻な被曝抜きには運転できないといった

差別の問題がそこにあるからだ」と言う、小出裕章さ

ん（京都大学原子炉実験所）のインタビューがありま

した。それを受けて、第 3 回「つどい」の最後の参加
者同士での論議の中で、「反原発都市」の４つの「要

件」の、とりわけ、「避難都市」の「要件」で言われてい

る「避難の権利」の保障や、「無条件の歓待」というこ

との中に、被曝労働者の問題も含みこまなければな

らないのではないか、という発言がありました。

また、当日の論議の中では、世界的なレベルから

見れば、富山も含めて、日本中どこでも同じように放

射能汚染されていると言ってもいいのではないか、と

いう意見も出ていました。それは、確かに、一面では

真実です。しかし、切実な危機意識の中を生きる福

島の人々の状況と、原発事故の現地ではない富山の

私たちの状況が大差ないと言うのは、やはり、危うい

ことのように思います。福島から遠く離れた富山も決

して「安全地帯」ではないという事態の一方で、現地

と非・現地との違いを一挙に踏みこえることの「危うさ」

を自覚しながら、「このままでは生きていけない！」と

叫ぶ福島からの〈声〉に、富山の私たちはどう「応答」

しうるのか。そのことを多くの人々と共に考えあいたい

と思ったことが、今回の「キャラバン」に踏み切ったき

っかけでしたが、そのことは、今後も、私たちにとって

の大きな課題としてあるように思います。

魚津市での第 5 回「つどい」で、参加した魚津市
議会議員から、「原子力防災を魚津市といった１つの

地方自治体だけで考えるのは難しく、県への働きか

けが重要だ」という意見がありました。それに対して、

福島原発事故直後、福島県は国の出方を待ち、同

県の市町村は県の出方を待つという状態の中で、唯

一つ三春町だけは、独自の判断で子どもたちが放射

性ヨウ素を吸収しないためのヨウ素剤の配布に踏み

切ったという話が、ある参加者から紹介されました。そ

の話を受けて、県の「指示待ち」ではなく、むしろ、住

民の生活に直結する市町村自治体が住民の保護の

ための施策を積極的に行い、県レベルでも施策の実

施を迫るという道筋もあるのではないか、という意見も

ありました。そうした発想が、原発事故後のこの国の

あり方をどのように解体－構成しなおすかを考える上

で重要なポイントであるように思います。

また、射水市での第４回「つどい」では、「アクション

・リサーチ」の報告の後で、幼い子どもを連れた女性

からの発言があり、子どもの通う公立保育園の園長さ

んと子どもの給食をめぐって話し合いを行ったり、給

食用の牛乳の会社に問い合わせたりしたということで

した。それを受けて、当日参加した射水市の女性の

市議会議員から、小・中学生の孫をもつ者として、給

食の食材の産地公開を糸口に同市での給食の安全

性の確保を目指したい、という発言もありました。その

ように、これまでの私たちが企画してきた集会では出

会えなかったような人たちの参加があったことは、「キ

ャラバン」を準備してきた私たちにとって大きな意味

のあることではないか、と感じています。

第4回 射水市でのつどい
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小矢部市長（8/16）・氷見市長（8/18）への「申し入れ」を行う
報告１ 報告２

７市長への「申し入れ」 報告

午前１０時、砂田小矢部市議と合流し、反原発市
民の会・富山と「つどい」参加者計６名で、桜井森夫
市長に対し、「申し入れ」を行った。
「反原発県内キャラバン」初の「申し入れ」である。

テレビカメラの取材が入ったこともあり，小矢部市側も
市長の他、何人もの総務課職員と副市長が同席する
という、双方とも緊張した雰囲気の中、話が始まった。
冒頭、市民の会から「反原発県内キャラバン」を始

めた趣旨と、この「申し入れ」行動が、アンケートやリ
サーチ、それを元に論議する各市での「つどい」とい
う、一連のアクションの一環であることを説明した。そ
して、今回の「申し入れ」の内容も形式も、「つどい」
参加者による論議の中から考え出されたものであるこ
とを伝えた。
次いで、申し入れの趣意書である「反原発都市を

今ここに」を読み上げ、設問１である「反原発都市」を
構成する 4 つのコンセプトについて、市長の回答を
求めた。
市長は、４つのコンセプトの内、Ⅰ非核都市、Ⅱ反

原子力都市、Ⅳ避難都市については、「趣旨は了解
できる」と答えたが、Ⅲ非放射能汚染都市について
は、「まだ勉強不足のところもあるので」と明言を避け
た。
さらに、設問２に当たる①～⑨までの各コンセプト

を構成する項目について、質問を進めたが、途中で
副市長の「各質問の背景についての説明が不十分
であり、即答するのは無理だ」という発言があり、せっ
かく身を乗り出していた市長もそれに同意し、引っ込
んでしまうという残念な一幕もあった。
そこで私・たちは、「私・たちからすると、３．１１とい

う事態こそが、『質問の背景』そのものだ。即答が無
理なら、後日改めて回答を求めたい」と応じた。
結局、その後、市側は、時間がないからと今回の

行動を打ち切ってしまったが、市長は、「今回答えを
得られなかった部分については、後日回答を求めた
い」とする私たちの要請を否定はしなかった。
今回の「申し入れ」行動の趣旨や様子は、その日

の夕方のＫＮＢのニュース番組でも放送された。多く
の視聴者もいたことだろう。
さらにもう一押し、小矢部市側に働きかけ、「申し入

れ」に対するきちんとした回答を市長に求めていきた
いと思う。

桜井森夫小矢部市長(左)に申し入れをする藤岡代表(右)

小矢部に続いて二日後に氷見市役所を訪ねた。

氷見での「つどい」の参加者や地元の谷口市議を含

め、総勢６名である。市長の代理として、西塚和行総

務部防災・危機管理監が応対した。

西塚管理監は、私・たちが以前送ったアンケートを

手にしていた。市長宛のアンケートであったが、回答

には西塚管理監が関与していたのだろう。今回はそ

のアンケートを集約した上で、さらに「つどい」参加者

で話し合って、「反原発都市」を構築するというコンセ

プ ト を ぜ

ひ氷見市

にも受け

入れてほ

しいという

申し入れ

になった

のだ と説

明 し た 。

氷見市

は羽咋市と低い山一つはさんだ隣同士。能登原発に

対する警戒感は、かなり強いと感じた。例えば、風向

きのことで、北西風がよく吹くのではないかと持ちか

けると、「私の持っているデータとは違う。日常的には

むしろ北東風が多いはず。しかし、爆風と共にどちら

に放射能が流れるかは、予想できない。県境の山も

どのように作用するか・・・」と、かなり真剣に、反論と

も、自問自答ともつかない答えが返ってきた。

氷見市は、一旦能登原発が事故を起こしたら、志

賀町の住民を受け入れる避難場所になりうるわけだ

し、もしかすると、よそへ避難民としてお世話になると

いうことになるかもしれないのだ。その意味で、現実

には全く役に立たない、今の原子力防災計画を早く

改訂したいという思いが、西塚管理監の言葉から滲

み出ていた。私たちが提案する「非放射能汚染都市」

や「避難都市」の中身は、「自分としては原子力防災

計画の中で考えたい」ということだった。防災協定や

ＥＰＺ見直しなどは、「知事を通して国に働きかけてい

る」ということだが、なんとももどかしい。「県境を越え

て、羽咋市と共同で北電に迫ることはできないか」と

藤岡代表が提案するも、歯切れが悪い。どうも市が動

く際に、県が重石になったり、邪魔になったりしている

ように感じた。各市の声を、最後に県知事に届ける意

義をますます感じる。なお、氷見市長からの回答は、

後日また場を設定するように、しっかり要請した。

西塚防災・危機管理監(右)に申し入れをする代表(左)
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高岡市長（8/23）・射水市長（8/23）への「申し入れ」を行う
報告3 報告4
射水市と訪問日時が重なり人員が割かれたことも

あり、島村高岡市議を含め３名での訪問となった。高

岡市側は、市長がロシアに「外遊」中ということで、澤

谷泰典総務部長以下、総務部危機管理室長、農業

水産課から食の汚染担当 1 名、市教委から給食担
当 1 名、経営企画部から 1 名の計 5 名が応対した。
申し入れの趣旨説明の後、「正式な回答は、市長

が帰国してから郵送で行うので、ご了承ください」とま

ず総務部長から話があった。続いて、「４つの要件を

立てられたことはよく分かる。そのうち、ⅠとⅣのコン

セプトについては、その通りだと思う。しかし、ⅡとⅢ

については、国のエネルギー政策の推移を見守って

いきたい」との総括めいた話の後、総務部長が設問

を踏まえずに好きに話そうとしたので、「あなたは市を

代表してそこにおられるのだから、その立場で設問に

沿って答えるべき」と言うと、「私の考えと市長の考え

が同じであるとは限らない」と黙り込まれてしまった。

気持ちよくしゃべりたい部長の出鼻をくじいたのだ。

「今後の方針というよりも、設問にあることについ

て、これまで具体的に取り組んでこられたことをお話

しいただければいいので」と、もう一人が話しやすい

よう水を向けると、危機管理室長が引き取り、「志賀原

発の再稼働については、北電から市民が納得いく説

明がなされない限り、認められない」という趣旨の発

言をした。しかし、具体的に説明の場を設けることに

ついては、まだ考えていないのが現状であった。

その後は、また部長が地域防災計画の進み具合

を得意げに話し始めた。地震対策、津波対策につい

ては、自主防災訓練を行うなど、かなり進んでいる。

しかし、逆に言えば、国の指針が出ない原子力防災

だけが、手つかずであることが浮き彫りになった。

「反原発の立場の皆さんが防災を言われるのは、

おかしいのでは」とか「経済活動を原発に頼っている

現状をすぐに変えられるのか」など、部長が持論（？）

を臆面もなく話したので、こちらも「原発は稼働してい

なくても使用済み燃料棒がプールされているなど、事

故の危険性は常にある」、「言ってみれば原発＝事

故である」、「本心では、コンセプトに『反成長都市』を

入れたいと思っている」と、しっかり反撃しておいた。

それにしても、小矢部市や氷見市で感じた危機意

識が、ここ高岡市では弱いように感じる。「ぜひ県西

部の中心都市としてイ

ニシアチブを取って、

隣県の羽咋市等とも連

携を取りながら、能登原

発について発言権を持

ち、防災に取り組んで

ほしい」と強く要望し、

申し入れを終えた。澤谷総務部長に申し入れ書を手渡す

23 日午前 9 時、小杉庁舎で、社民党市議団 4 人
と「つどい」参加者 2 名とともに、夏野正元射水市長
への申し入れ行動に臨む。

あらかじめ、市長の手許には、こちらの申入れ書

「反原発都市を、今ここに」が届いており、すぐに私た

ちの提起をめぐるやりとりに入った。

まず、市長から、反原発都市を構成する 4 つのコ
ンセプトについて、「特に異論はない。ただ、その中

身である 9 項目については、必ずしも納得できない
部分があり、今日のやりとりを踏まえて、後日、答えを

郵送する」という考えが示された。

市長との面談時間は当初 10 分ほどと聞いていた
が、その後、市長がよく分からないとした点について、

こちら側が再度説明し、意見を交わすなどして、結局

30分以上、市長とのやりとりが続けられた。
市長からは、「原子力の『平和利用』を全否定でき

ない」とか、「県を超えて原発稼働について拒否する

法的根拠がない」などといった消極的な発言もあった

が、「県・国の動向を待つのではなく、市独自の取り

組みを進め、むしろ積極的に、国・県に提起していっ

て欲しい」という私たちの要望については、真剣な表

情で受けとめていたように感じた。

市長退席後は、行政管理部岡部総務課長が引き

継いで対応したが、市長の回答趣旨を超えるような

内容は、当然ながらなかった。ただ、全体の印象とし

ては、これまでのどの市よりも丁寧に私たちの主張に

対応しようとしていたように思う。それが、どう回答文

に表されるか、注目していきたい。

夏野元志射水市長（右）に申し入れる藤岡代表（左）
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魚津市長（8/26）・滑川市長（8/26）への「申し入れ」を行う
報告5 報告6
前夜に魚津での「つどい」を終えた翌朝、ほとぼり

も冷めやらぬままに、反原発市民の会・富山のメンバ
ーと「つどい」参加者の計６名で、市庁舎を訪ねた。

冒頭、「澤崎
義敬魚津市長
は、『反核・平
和 』 へ の思い
入れが強い方
で、広島・長崎
の平和記念式
典には、事情
の許す限り毎
年出席してお
られる」とのエ

ピソードを前夜の「つどい」でお聞きしたと伝えると、
市長は顔をほころばせ、その場が和んだ。
反原発都市の一つ目の要件「非核都市」は、「核

の平和利用は善である」という考え方が間違いであ
り、全ての核を認めるべきでないという思いを表現し
たと説明すると、「自分はもちろん同感であり、心情と
しては『反原発』である。県内の市長もほとんどが心
情的には『反原発』ではないか」と応じてくれた。かな
りはっきりものをおっしゃる。「原発は制御できないも
の。使用済み燃料の管理も含め非常に難しい。雇用
・景気もあるが、根本的に見直すべきだ」と持論を展
開する。「実は、６月の北信越市長会で、原発につい
ても話題になり、『原発のある敦賀市には電源三法交
付金がおりるが、隣接市が何もないのはどうだ』という
話はあった」とか、「珠洲市長は『原発立地が見送ら
れたとき、珠洲の生命線が絶たれたと絶望したが、今
にして思えば、原発に頼らなくてよかった』と漏らして
いた」という裏話をしてくれた。また、「片貝川にダムを
造り発電したらどうか」と北電に持ちかけたとき、「急
峻すぎてダムにすぐ土砂がたまるので採算がとれな
い」と断られたが、今、早い水流を利用した小水力発
電を進めており、環境保全の意味合いからも、かえっ
てよかった。自治体ごとに自前の発電施設を持てた
らいい」などと、見識があり、これまでの市長にはあま
り見られなかった威勢のいい話がばんばん飛び出
し、なんだかこちらも元気になった。
原発立地県や立地自治体への遠慮から、隣接県

や隣接自治体はこれまで表立って発言しなかった。
しかし、３・１１以降は、滋賀県知事が福井に原発を
持つ関電に対して立地県並みの防災協定を求めた
り、志賀町に隣接する羽咋市、中能登町、七尾市が
北電に防災協定を求めたりと、国を待たずに自治体
が独自で動き出している。
このような経緯を話し、最後に、市民の会が、「１０

月１３、１４日砺波市で開催される北信越市長会で、
県市長会は防災対策を議案として提出するということ
だが、ぜひ魚津市長さんが県内の市長さんたちをリ
ードして、原子力防災について議題にしてほしい」
「石井知事との意見交換の場でも、原子力防災計画
の早急な立て直しや北電との防災協定締結につい
て、県に強く働きかけてほしい」と、市長に要望した。

澤崎魚津市長（右）への申し入れ

魚津市を後にしてすぐに滑川市役所へ向かう。
冒頭、市民の会から、「上田市長の言葉が、私たち

を反原発県内キャラバンに立ち上がらせたのです」と
切り出した。「私たちは新聞報道で、あなたが、『放射
能は海を渡って能登から滑川まで来る。私たちの同
意なくして志賀原発の再稼働は認められない』と発言
しておられることを知った。県内の市長さんの中にも、
北電に対してはっきりものを言う人が出てきている。こ
れは、ぜひ県内の湾岸自治体を回り、さらに志賀原
発を再稼働させないよう声を上げるように働きかけよ
う、というのが動機であった」と明かした。
市長は、「それは光栄である。よく私の発言を気に

留めてくれた」と応じ、「福島原発から１００キロ離れ
た、姉妹都市である栃木県那須塩原市でさえも、風
向き一つで積んであるわらからセシウムが出たと聞い
て、その事故の深刻さを痛感した」という例を挙げた。
また、「澤崎市長やあなたなど、はっきりものを言え

る市長が連携して、富山県知事に働きかけてほしい」
と要望すると、「知事は富山県の経済を思考の中心
に置いているから、簡単に原発は不要だと言えない」
と言うので「では、なぜあなたははっきり言えるのか」
と聞くと「知事と私は違う」と言う。「その違いは政治信
条か」と重ねて尋ねると、市長は一冊のパンフレットを
示し、「私は生態系を守ることが大切だと考えている。
市長になるずっと前から信念をもっている」と語った。
「市長という立場上、企業に向けて話すことがあるが、
そんなときでも私は必ずそれぞれの企業で何か生態
系を守る取り組みをするようお願いしている」とのこと
だった。
これに対し、市民の会も「私たちも『反原発都市』の

一番のベースには、生態系を守るという理念があって
しかるべきだと考える」「能登半島から富山湾にかけ
ては、生態圏としては一つであるとも捉えられる。ぜ
ひその生態圏を守るという意味でも、反原発の声を
上げてほしい」と応じた。
さらに、市長からこんな発言もあった。「反原発を唱

えるものが、特定の政党であるのがおかしい。『あの
政党が言っていることか』と、かえって敬遠され、広が
りを持てないのではないか」という懸念の言葉である。
これに対し、反原発市民の会は、「これまでどの政

党とも関わりなくやってきた。志賀原発がまだ建設に
入る前の段階で、県内のどの政党も無関心を決め込
んだ１９８０年。それからずっと、能登現地に通ってき
た」「県内の市長が原発の危険性をはっきり口にする
ようになったのは、３・ 11 以降である。３・ 11 以降、政
党を経由しな
い多様な立場
から、声が上
がっている 。
時代は大きく
変わってきて
いるし 、ぜひ
もっ と変えて
いきたい」と応
えた。 上田昌孝滑川市長（左）へ申し入れ
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県内自治体をリードしてほしい キャラバンの締めくくりに
富山市への「申し入れ」（8/30）を行う
報告7

こちら側は、「反原発市民の会」と「つどい」参加者

を合わせて６名が出向き、富山市側は、市長の代理

として、企画管理部上田次長、建設部稲垣次長、環

境部大橋次長の３名が応対した。

結論から言えば、市長自身とは会えなかったせい

か、踏み込んだコメントは聞けずじまいだった。

「３・１１の福島原発事故以後、原子力防災として

は、どんなことに取り組んでいるのか」と尋ねても、返

ってくる答えは、何年か前から取り組んでいる地域防

災計画のさらなる精緻化や、自主防災組織の強化、

防災訓練の積み重ね、そして、呉羽断層を念頭に置

いた地震対策、富山湾岸の津波対策である。地震や

津波と重なり、複合的に原子力災害が起こることを指

摘しても、地震と津波の対策までは語っても、「原子

力」の話は全く出てこず、すれ違ってしまう。

富山市側は、原子力防災については、「市単独で

決められることではなく、国の指針を待って、それに

沿った県の指示を待って取りかかりたい」という答え

に終始し、全くの手つかずの状態であることを、むし

ろ強調する。そして、「手をこまねいているわけではな

く、国に、早く指針を出すようにと、県との防災会議

や、市長会を通じて働きかけている」という通り一遍の

答えであった。

「平成の大合併」で富山市の人口は、県の約１／

２、面積は約１／３にふくれあがり、県内の他の市町

村に及ぼす影響、あるいは県に与える影響、県に対

する発言力は、大変大きくなっている。具体的には、

例えば、県の市長会の会長は富山市長が務め、 10

月に砺波市で開催される北信越市長会への県市長

会としての提出議案の取りまとめも行っているはずで

ある。その議案に「防災対策の充実・強化」が盛り込

まれ、原子力防災についても話し合われることになっ

ている。

このように枢要な地位を占めている富山市である

のに、市長代理の３氏の返答ぶりには、正直なとこ

ろ、がっかりさせられた。原発事故対応の問題を、行

政のプライオリティの問題として、「国や県の指示待

ちだ」と置いておけるこの無神経ぶりは、どこから来る

のであろう。もちろん、国の指針とのすり合わせが必

要であることは否定しない。しかし、地域住民の生活

と密着し、住民の不安や要望に敏感であり、寄り添え

るはずの基礎自治体が、国や県の縛りを気にすると

いうよりむしろ、その指針が出ない以上は、考える必

要もないという態度は、やはり問題ではないか。

富山県内には、隣接県の立地であるが、直線距離

にして３０キロしか離れていない志賀原発の再稼働

に、大きな不安を感じている県西部の小矢部市や氷

見市などの自治体がある。隣県で立地自治体の隣接

自治体である、羽咋市や中能登町、七尾市とも、県

境を越えて、原子力安全協定の拡大などで共同歩調

を取って北電に迫れるように、県市長会長として、そ

れらの県西部の自治体市長の背中を押してやった

り、石川県自治体との仲介の労を取ってやったり、基

礎自治体でありながら、県と肩を並べる程に大きな存

在となった中核市として、北電に県としてはっきりとも

のを言うように、自ら県に迫ったりと、富山市には、そ

の地位にふさわしい行動力をぜひ発揮してほしい

これまで県内６自治体の市長への申し入れを行

い、それなりに願いをもって臨んだ富山市長への申

し入れであったのだが、市長の代理の３名に、こちら

の言葉がどれだけ届いたのであろうか。「反原発県内

キャラバン」の市長への申し入れアクションの締めくく

りとしては、歯がゆい思いが残った。

企画管理部上田次長に申し入れる藤岡代表(右)
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「反原発県内キャラバン」2011・夏
打った!! 手応えアリ?! 左翼ポール際への大飛球

ファール

～７市を訪ねた「市長への申し入れ」を振り返って～

この８月、各市での「つどい」を経て、桜井森夫小矢部市長、西塚和行氷見市防災・危機管理
監、澤谷泰典高岡市総務部長、夏野元志射水市長、澤崎義敬魚津市長、上田昌孝滑川市長、そ
して富山市は、市長の代理として企画管理部上田次長他、建設部と環境部の次長に会って話し
た。これまで連続的に行った「申し入れ」について振り返ってみたい。

１、 なぜどの市も予想以上に丁寧な対応だったのか。
まず始めに、反原発を掲げて、原発についての申し入れを行うということで日程調整を申し出ているの

に、どの市も大変丁寧に対応してくれた。行政用語では、「市長への面会要請」ということになるのかもし
れないが、それにしても、反原発を掲げる一市民団体に直接会わなければならない理由はない。なぜこん
なに各市が丁寧に対応したのか。
やはり第一義的には、３・１１の福島第一原発「事故」以後、人々の原発に対する認識が大きく変化して

いることの現れであると考える。自治体は、そのことを敏感に感じ取っているのだろう。
加えて、「県内キャラバン」という押し出し方が、自治体をして、「申し入れ」を受ける気にさせたのではな

いかと考える。各市を連続して回っているのだから、ウチだけ断れないと思ったのか、あるいは、自治体は
「反核」や「平和」を掲げた団体の表敬訪問には慣れているので、それと同じように対処したらよいと考えた
のか、いずれにせよ、門前払いにはしにくかったようである。

２、 西部の市長ほどピリピリしている。
次に、話し合う際の雰囲気だが、小矢部や氷見は、かなりピリピリしていた。これは、訪問する側の自分

たちが、回り始めた頃で、まだ余裕が無く、かたくなに回答を求めて堅くなっていたのが市側に伝染したせ
いもあるだろう。しかし、それを差し引いても、低い山一つ越えると羽咋につながるという、志賀原発からの
地理的距離の近さが、原発を論ずる際に緊張感を生むように感じた。
原発についてのアンケート調査でも、志賀原発に対し「不安がある」や「再稼働すべきでない」、「再稼

働には自分たちにも承認権を」といった項目の結果が、呉西は呉東より常に 20%ほど高かったのも、同様
の理由であろう。氷見市の防災・危機管理監が、風向きの話になると、「私の持っているデータでは、年間
を通じて西風が吹いているというわけではない」と即座に反論したところに、立場上、志賀原発「事故」をリ
アルに想定せざるを得ない、その切実さが伺えた。

３、 際立つ「原子力防災」の遅れ
「反原発都市を」という言葉には、どこの市長も、もはや驚かなかった。これが、３・ 11 後の現実なのだと

思う。しかし、９つの要件一つ一つについては、簡単にウンというはずもなく、「反原発都市」と打ち出すこ
とをまるごと肯定することもできないのが、市長たちの現状であった。回を重ねて、「その場で回答せよ」と
言ってもかなり難しいことが分かってきたので、回答は後で郵送してもらうこととして、中身を話し合うように
した。
地域防災計画の中の原子力災害対策については、「従来のものがはじめの一行からすべて無効になっ

た」（氷見市防災・危機管理監）と言って、頭を抱えていた。（裏面下部参照）
高岡市の総務部長は、「高岡市では、地域住民による自主避難訓練が活発に行われており、津波対

策、地震対策も独自に強化している」と胸を張ったが、逆に原発事故対策が独自で立てられず、国の指針
待ち、県の計画待ちであり、最も遅れていることを露呈した。このように、９つの要件のうち、「原発『事故』
に対する防災計画」に関する部分については、どの市も手つかずであり、担当部局が立てたいけれど立
てられない焦燥感に駆られているようであった。

４、 見えてきた北信越市長会の重要性
キャラバン後半になって、新聞報道で、富山県市長会議が、 10 月 13,14 日に砺波で開かれる北信越

市長会へ提出する議案に、「防災対策の充実強化」という議案があることを知った。氷見市や小矢部市、
高岡市への申し入れでは、羽咋市や七尾市、中能登町と連携して原子力防災を考えたり、北電との防災
協定について共同歩調を取ったりするべきではないかと訴えてきた私たちとしては、この市長会が政治的
なポイントになるのではないかと考え、魚津市長や滑川市長にぶつけてみた。魚津市長は、この「『防災対
策の充実強化』の中には、原子力防災に関することも入ってくるであろう」と見通しを語ったので、「ぜひ、
『心情的には反原発』と唱えるあなたが、県内市長をリードし、滑川市長と連携して市長会の場で問題提
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起してほしい」と訴えた。
10月の砺波の市長会が、今後の私たちの取り組みでも、ポイントになってくるだろう。

５、 浮かび上がる県知事への申し入れの必要性
氷見や小矢部、高岡等で、「県境を越えて、羽咋市や七尾市、中能登町等、志賀町の隣接自治体と、

北電に対して共同歩調を取るべきではないか」と訴えてきたが、どこも「原発立地県の自治体と隣県自治
体との立場の違いから、対等な立場で話し合うのは難しいだろう」という歯切れの悪い答えだった。要する
に、県のしばりがあって自由にやりとりできないのだろう。県は明らかに自治体の重石になっている。「肩代
わり海洋調査」までして原発を迎え入れた石川県と、北電の筆頭株主であり、北電と二人三脚で県の産業
・経済を太らせてきた富山県。両県の知事が原発の危険性について話し合う姿は、想像しがたいものがあ
る。
滑川の市長は言う。「知事と自分は違う。知事は富山県の経済を思考の中心に置いているのだから、簡

単に原発は不要だと言えないのだろう。私は生態系を守ることが大切だと考えている。だから、志賀原発
の事故の危険性を問題にしている」 そうだとすれば、優先すべきは、経済成長なのか、生態系なの
か、どちらであるかは明らかである。魚津市長は「反戦・反核」の立場から、「『核の平和利用』は破綻した。
地域経済を考えると難しいところもあるが、県内市長たちは心情的には、みな反原発なのではないか」と
語っている。
６つの「申し入れ」の全体を通してみれば、やはり県西部、志賀原発に近い自治体は、立地県への配

慮、経済界や北電への配慮、そして、積極的に動くことで市民の不安を煽るわけにもいかないという様々
な事情で、口が重かった。対照的に、そこまでがんじがらめになっていないから、県東部の市長は、「経済
界の意向とは別のところに自分の本当の思いはある」と言い易かったのではないだろうか。
例えそういう構図の中にあるとしても、石井富山県知事は、原子力災害対策の遅れについて危機感を

抱いている県西部の市長たちや、「反戦・反核」の立場や「生態系を守る」という立場を強調し、原発「事
故」を問題視する県東部の市長たちの声を、真摯に受け止める機会を早急に持つべきである。さらに県
は、県内自治体が石川県の自治体と、北電に対し共同歩調を取ることを妨げず、むしろ積極的に支援す
べきである。
市長への「申し入れ」を連続的に行ってきたことの集大成として、県知事にこれらを申し入れることが、

今後の重要課題として浮かび上がってきているのだ。

６、 終わりに
非被曝・脱被曝の「生存運動」を生きざるを得ない現地の人々に、自分たちの反原発・脱原発のアクシ

ョンは、どのように向き合えるのか この問いこそ、今回の「反原発県内キャラバン」の出発点であっ
た。そして私たちは、「キャラバン」を通して、被曝現地の人々と本当に向き合うためには、何より戦略的発
想が必要であること、「陣地戦」でなく「機動戦」の論理が有効であることを知った。
今後の戦略として、具体的には、「玉突き的連鎖反応」を引き出すことを狙いたい。魚津や滑川の市長

が声を上げ、より慎重な姿勢を見せる富山市や高岡市にも意思表示を促す。その声に支えられて、小矢
部市や氷見市がしがらみを越え、県境を越えて一歩前へ出る・・・というように各自治体が連携し、共同で
声を上げ、北電や県、国へ迫るような流れを生みだしたい。
これをどう現実化していくのか。それには、「キャラバン」の成果を携えた県知事への「申し入れ」を始

め、第２次キャラバン、 10 月の砺波での北信越市長会への働きかけ等、今回の「反原発キャラバン」アク
ションのいっそうの高次化が必要となるだろう。

（ 原子力災害対策において尊重すべき指針 ）

原子力災害対策においての専門的・技術的事項については、原子力安全委員会の防災指針を十分に尊

重するものとする。

※ 防災指針では、ＥＰＺのめやすの距離として、原子力発電所の場合は半径約８～10km としている。こ

れは、「原子力施設において十分な安全対策がなされているにもかかわらず、あえて技術的に起こり得な

いような事態までを仮定し、十分な余裕を持って原子力施設からの距離を定めたものである」としている。

また、石川県地域防災計画では、ＥＰＺは「発電所を中心として、概ね半径10km 以内の地域」としている。

（高岡市地域防災計画 . 原子力災害対策編 より抜粋）
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「キャラバン」から派生した動き
「放射能から子どもを守ろうin富山」の要望を受け入れ、富山市教委が、
学校給食食材の産地についての情報提供を行うことに

私たちは、県内各市へキャラバンに赴く前に、食の
放射能汚染への対応をめぐるアクションリサーチを行
った。リサーチの対象は、県の食品衛生や農政の担
当者や、県内大手スーパーと並んで、幼稚園や小中
学校の給食を司る市教委にねらいを定めた。なぜな
ら、学校給食は、その意義がどうであれ、学校に通う
すべての児童や生徒に、無条件でそれを食べること
を強いる制度であるからである。放射性物質を体内
に取り込むことの被害が、大人の何倍も甚大であると
いわれる子どもたちであるのに、自分が体内に摂取
するものを、子どもたちやその保護者が自分で判断
できないのであるから、食の安全を考える際に、学校
給食というサービスの制度が、大きなポイントになっ
てくることは必然であった。
８月２日、私たちは、富山市教委の学校保健課・大

野課長代理と会い、「あなた方が判断の基準としてい
る国の暫定基準値については、国際的にも緩すぎる
という声があり、確かな根拠ではない。子どもたちの
ために、市独自の自衛策として、大気や土壌の放射
能汚染が明らかであると伝えられる地域から来る食材
は、できるだけ使わないという方法はとれないのか」と
尋ねたが、「国の基準値の見方については見解の相
違である。国の基準値以上に独自の選択基準を有
することは、産地に対する風評被害を助長することに
つながりかねず、できない」と、既存の生産・流通シス
テムに配慮するような言い方で、つっぱねられた。
しかし、その後、それでも何か状況を変える手がか

りはないかと、富山市学校給食会を訪ねてみたこと
が、後に幸いする。学校給食会とは、給食食材を調
達する公益法人組織であるが、そこでは、市教委と、

「放射能から子どもを守ろうin富山」が要望書を富山市

教委に提出したことを伝える記事（北陸中日8/19）

市場と、学校給食会の三者で、毎月、来月の給食食
材の仕入れ先を決める打合会が開かれるというの
だ。その資料をちらっと見せてもらうと、そこには、野
菜名と産地が一覧になった表があった。
８月７日、アクションリサーチの小さな発表会の場

に、Ｓさんの姿があった。聞けば、私たちが私たち以
外に市教委に食の安全性について尋ねた人がいると
市教委から聞いていた、その人だった。Ｓさんは、９
月から自分の子には弁当を持たせようかと思い悩ん
でいるということだった。市教委では、「給食の食材の
産地は、その日学校に野菜が配達される際の納品伝
票で分かるから、知りたければ学校で伝票を見せて
もらってください」と言われたとのことだった。何とも素
っ気ない。食材の産地に応じて弁当を持たせるかどう
か決めようとしても、当日しか分からないのでは、判
断しようがないではないか。
そこで、なんとか打開する糸口はないかと考えたと

き、学校給食会で見た資料を思い出した。あの資料
が手に入れば、当日でなくても、産地が分かる。
連絡を取り合い、Ｓさんを始めとする何人かと、後

日作戦会議を開いた。市教委に正式に要望書をわ
たすこと、譲れない一点を決めておくこと、等を確認
し、①国の基準とは別に、汚染が伝えられる産地の
食材を使わない②給食便りに産地名を記入する、の
２点を要望し、②に絞って交渉することにした。
８月１８日に要望書を手渡す。そして８月２９日、よ

うやく回答の日が来た。回答は、予想通り、①も②も
認めないものだったが、文書回答であった。
さて、そこからである。認めない理由は、①につい

ては、「国の暫定基準に対する見解の相違」である。
②については、①と同様の理由と、技術的な困難さと
を組み合わせた理由だったので、それを分けて、技
術的な問題に絞って話すことにした。すると、問題
は、クリアになった。当日の伝票で見せられる情報
を、２週間早く見せられないことの明確な理由はな
い。そして、重要なのは、「打合会」の資料は情報公
開の対象になるということである。「なるか」と聞くと「な
る」と答える。とすれば、あとは、情報公開の手続きに
則らないと出てこないのか、情報提供してくれるの
か、という問題だけである。市はその場で情報提供を
確約しなかったが、後日、それを受け入れた。
現在は、パソコンが堪能なＳさんが立ち上げた「放

射能から子どもを守ろうｉｎ富山」のブログに、９月の給
食で使われる食材の産地が堂々と載っている。

立花学校保健課長から文書回答(8/29)
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2011反原発県内キャラバン－「首長への申し入れ行動」 （秋編） 報告
今年８月に７市（小矢部市、氷見市、高岡市、射水市、魚津市、滑川市、富山市）を回った、反原発キャラバン

「市長への申し入れ行動」（夏編）に続いて、県内の残り８市町村を、９－ 10 月で回り、「首長への申し入れ行動」
を連続的に行った。簡単にまとめて、ここに報告する。

● 砺波市 ９／２７（火） AM１１：00
市長に代わって対応したのは、浅田企画課長。

「反原発都市を今ここに」という私たちが提起するコン
セプトの説明に、一つ一つ頷きながら、課長自身も
「もうこれからは、脱原発の時代。自然エネルギーの
開発にも取り組むべき」と発言。
砺波市は志賀原発から 30 ～ 40 ㎞の範囲内。大

事故が起きた際、背後の山地によって、放射能の被
害を受けやすく、避難もしにくいという条件があること
にも話が及ぶ。終始丁寧な対応だった。

● 南砺市 ９／２７（火） ＰM１：００
つい数日前に、「ローカルサミット」と題し、南砺市

長がホスト役になって、循環型の地域社会づくりにつ
いて、福島県の南相馬市長や鹿児島県の阿久根市
長らを招いて話し合ったばかり。とりわけ南相馬市と
は、災害時の相互協定を取り交わすなど、南砺市は
いわば、脱原発に向けた「先進自治体」であるといえ
る。
申し入れ行動に、市長に代わって応対した中山副

市長に、ぜひ「脱原発先進自治体」として、隣接する
石川県や富山県内の各自治体と連携をはかってほし
いと提言する。山間地としての地の利を生かした再循
環エネルギーの振興等、連携づくりの条件が同市で
は着実に育っていることを確認した。

● 黒部市 ９／２９（木） ＰM１：００
当日は、柳田総務課長が応対した。宇奈月町と合

併し、海岸から黒部峡谷までを市域にもつようになっ
た同市。富山湾を挟んで氷見市とも向き合う位置に
ある。最近では、小水力発電への積極的な取り組み
が注目されている。そのためか、水の問題について
はきわめて敏感になっていることが、その対応ぶりか
ら伺えた。
原発事故によって、富山湾や黒部の清流が汚染さ

れることのないよう、周辺自治体とはもちろん、氷見
市、七尾市といった、富山湾を挟んで向かい側に位
置する自治体との連携を強く求めた。

● 入善町 ９／２９（木） ＰM２：３０
町長自身が申し入れに応じ、冒頭、原子力防災面

での県町村会の取り組みは、まだまだこれからだと明
かしてくれた。「脱原発は分かるが、代替エネルギー
がまだまだ追いついていない。簡単には切り換えら
れないだろう」と持論を展開する。しかし、現状は、志
賀原発 1 、 2 号機の停止は、すでに 7 ヶ月に及んで
おり、自然エネルギーへの転換がすぐには図れない
としても、すでに、いわば「脱原発状態」にあるのであ
る。
豊かな黒部川の伏流水や富山湾からの深層水の

採取など、入善町にとっても、放射能汚染は、町のま
さに生命線に関わること。「他の市町村と共に、県へ

の働きかけを強めてほしい」と重ねて要請した。

● 朝日町 ９／２９（木） ＰM４：００
富山県内自治体で唯一、共産党員の籍をもつ脇

町長が、私たちを町長応接室へと招じ入れた。いろ
いろと雑談を交えながらも、原子力防災については、
ほとんど手つかずの状態であることを、率直に認め
た。けれども、「今後は、町職員と一体になって練り上
げていく町づくり計画の中に、原子力防災に関するこ
とも積極的に盛り込んでいきたい」と意欲を語った。
独特のスタンスを取る同町長。富山湾岸沿いの各

自治体との連携についても、積極性を発揮してほし
いものだ。

● 立山町 １０／６（木） ＰM１：００
当日は、舟崎副町長が応対する。広大な立山連峰

を有する立山町。小水力発電の取り組みも盛んで、
先駆的である。すでに県営の仁右ェ門用水発電所
が、県内のパイロット事業として、供用を開始してい
る。
「これまでは能登原発の影響についてなど、まとも

に考えてこなかったが」と言いつつも、こちらの提起
に、ずっとにこやかにうなずいていた。しかし、能登原
発で事故が起きた際には、これまでの恵みの山、守り
の山である立山の存在が、かえって壁となって、避難
を妨げることになるかもしれないということに話が及ぶ
と、急に真顔になったのが、印象的だった。

● 上市町 １０／６（木） ＰM２：３０
あいにく、町長、副町長、さらに総務課長も不在と

のことで、まだ 30 代とおぼしき総務課係長の深川氏
と廣田氏が応対する。「とりあえずお話をお聞きして、
町長らに伝えます」とのことなので、こちらが一方的
に、「反原発都市を今ここに」という申し入れの主旨
や、答えてもらいたいポイントを説明した。
二人ともこちらの話を聞く表情は真剣であり、こうい

った中堅職員にこそ、原子力防災について、きちんと
した考えをもって、町のプランづくりにあたってほしい
と思う。

● 舟橋村 １０／６（木） ＰM４：００
県内 15 市町村の最後の訪問先は、日本一小さい

村を標榜する舟橋村であった。県内唯一の「村」であ
る。古越副村長がにこやかに応対した。
反原発都市の 4 つのコンセプトに話が及ぶと、「そ

の通りですね」と、私たちの提起を肯定し、さらに「村
民の安全こそが何より大事。まずそれが確保できなけ
れば、全ての行政施策の意味が無くなってしまう」と、
強い語調で語った。私たちは「ぜひその姿勢を大切
にして、小さな村からの大きな提起を」と、他の自治
体へも呼びかけることを要請し、今回の県内キャラバ
ンを終えた。
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さらに、これら県内 15 市町村を訪ねて回る「首長への申し入れ行動」の成果を踏まえ、富山
県市長会と富山県知事への申し入れも行った。

● 富山県市長会 １０／３（月） ＰM３：３０
市長会の事務局次長に別紙申し入れを手渡す。事務局次長から、全市議に印刷して配布することの確約を得

る。（以下 市長会への申入書）

2011年 10月３日
富山県 市長会
会長 森 雅志 様

反原発市民の会・富山
代表 藤岡 彰弘
富山市神通町 3-5-3

tel ． 076-441-7843

申し入れ

日頃より、貴会員のお一人お一人が、県内各地の基礎自治体の長として、地域防災に真
摯に取り組んでおられること、及び、県市長会として、高い危機意識をもって国や県へいろい
ろと要望しておられることに、あらためて敬意を表します。
私たちは、「反原発市民の会・富山」です。 1980 年に会を結成して以来、反原発運動、とり

わけ、能登原発に対する反対運動に取り組んで来ました。今年３月に福島で未曾有の原子力
災害が起きて以来、私たちは、「反原発県内キャラバン」と称して、能登原発現地に近い氷見
市や小矢部市から順に、湾岸沿いに県内各市を訪ね、「市長への申し入れ」行動を連続的に
行って来ました。そうして、この 9 月には県内の全ての市への訪問を終え、 10 月初旬には、
内陸部の町村を含む、県内の全ての自治体を訪ね、「首長への申し入れ」を連続的に行う今
年の「キャラバン」を、完了する予定です。
私たちは、この「キャラバン」を通して、各自治体の市長さんや担当者の方と直接お話しす

ることで、自治体によって多少の温度差はあるものの、志賀原発再稼働に対する不安、国の
原子力防災の指針が定まらないことに対する焦燥といったものを、肌で感じました。
このことから、各自治体での独自の取り組みはもとより、富山県内の自治体として連携して

事に当たることも、この際、必要ではないかと考え、次の三点について申し入れます。誠意を
もって、対処していただけますよう、お願い申し上げます。

記

１． 県内各市が、志賀原発の事業者である北陸電力との間で、安全協定を結ぶことを北陸電
力に求めていくこと。また、県市長会として、北陸電力に対し、その旨を表明し、各市が横
に連携して、北陸電力に対しそれを迫ることができるよう、積極的にサポートすること。

２． 富山県との間に、「県防災会議」とは別に、原子力防災をどう考えるか、協議する場を県
市長会として求めること。具体的には、地域防災計画に原子力防災をどう位置付けていく
のか、北陸電力との安全協定締結をどう進めていくのか、原発立地自治体としての石川
県、志賀町との関係をどう築くのか、原子力災害時の広域連携をどう進めるか等、防災全
般を扱う会議の中の一部として扱うことでは間に合わない様々な問題ついて、これまで以
上に踏み込んだ協議をする場を求めていくこと。

３． 原発立地自治体に隣接する自治体を始めとする、石川県内の自治体との連携を積極的に図り、北陸
電力との安全協定締結について、県境を越えて自治体間で連絡を取り合い、共同歩調が
とれるよう、サポートすること。
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● 県知事 １０／３（月） ＰM４：３０
当日は、知事政策局 防災・危機管理課の遠藤班長、広沢主幹らが応対。こちらからは、原発立地自治体であ

るかどうかという枠を越えて、隣接自治体が、事業者と独自に安全協定を結ぼうとする動きが全国的に加速してい
ること。また、私たち自身が、この「キャラバン」を通して県内各基礎自治体の首長や担当者と直接話すことで、彼
らの志賀原発再稼働に対する不安や、国の原子力防災の指針が定まらないことに対する焦燥、また、私たちの
「脱原発都市を今ここに」という提起に対する一定の理解・肯定的評価等を実感したこと。これらのことから、県内
各自治体が、北陸電力との間で、安全協定を結ぶための機は熟しており、県がその条件を整えるべきであること
を強く訴えた。
県の側からは、「『キャラバン』で一体どれほどの自治体の首長が、安全協定を結ぶことにまで言及しているの

か」などと、私たちが各首長と話した中身に興味津々のようであった。「『心では反原発である』と言った首長もい
た」という話をすると、「知事もおそらく心の中は市長さんたちと同じではないか」などと返すものの、「県なりに手順
を踏んでいる」とか「富山県は、事業者や隣接設置自治体と、安全協定締結よりもある意味先へ進んだ信頼関係
を築いていると自負するところがある」などと、慎重な受け答えに終始した。
話し合いの終わりに、今回の申し入れ行動を受けることに関して、県の取った態度につて強く抗議した。それ

は、「申し入れの場にマスコミを入れたくないので、マスコミには連絡しないでほしい。もしどうしても入れるというこ
とであれば、申し入れを受けないこともあり得る」という事前の条件づけについてである。私たちからは、「自分た
ちはいつだって公明正大にやる。こそこそ話し合うつもりはないので、マスコミにはいつも伝えることにしている。
ニュースバリューがあることだと判断すれば、マスコミは来るだろう。それだけの話である。マスコミを入れたくなけ
れば、あなた方がマスコミと入れる入れないでやり合えばよい。」「申し入れの場をもつことにいろいろと条件をつ
けることは、市民運動つぶしではないか。こういうやり方は、知事が命じているのか。」など、厳しい追及を行った。
最終的には、今後、私たちの申し入れ行動については、マスコミ云々の条件は一切つけない旨、確約させた。さ
らに、本申し入れ事項について、県としてどのように対処するのか、回答を強く求めると、二週間後に再度、回答
を得る場を持つと返事をした。（以下 知事への申入書）

2011年 10月３日

富山県知事
石井 隆一 様

反原発市民の会・富山
代表 藤岡 彰弘
富山市神通町 3-5-3

tel ． 076-441-7843

申し入れ

日頃より、富山県知事として、地域防災に真摯に取り組んでおられること、及び、高い防災意
識をもって国へいろいろと要望しておられることに、あらためて敬意を表します。
私たちは、「反原発市民の会・富山」です。 1980 年に会を結成して以来、反原発運動、とり

わけ、能登原発に対する反対運動に取り組んで来ました。今年３月に福島で未曾有の原子力
災害が起きて以来、私たちは、「反原発県内キャラバン」と称して、能登原発現地に近い氷見
市や小矢部市から順に、湾岸沿いに県内各自治体を訪ね、「市長への申し入れ」行動を連続
的に行って来ました。そうして、この 10 月初旬には、内陸部の町村をも含む、県内の全ての自
治体を訪ね、「首長への申し入れ」を連続的に行う今年の「キャラバン」を、完了する予定です。
私たちは、この「キャラバン」を通して、各基礎自治体の首長さんや担当者の方と直接お話し

することで、自治体によって多少の温度差はあるものの、志賀原発再稼働に対する不安、国の
原子力防災の指針が定まらないことに対する焦燥といったものを、肌で感じました。
このことから、各自治体の取り組みはもとより、市町村を束ねる富山県としても、積極的に行

動することが、この際、必要ではないかと考え、次の四点について申し入れます。 さらに、県
として、下記の申し入れにどのように対処されるのか、誠意をもって明らかにされますことを、重
ねて申し入れます。

記

１． 原発立地自治体の隣接自治体として、富山県が、志賀原発の事業者である北陸電力との
間で、安全協定を結ぶことを、北陸電力に求めていくこと。
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● 県知事（回答） １０／１７（月） ＰM６：００

２． 県内各自治体が、北陸電力との間で、安全協定を結ぶことをサポートすること。具体的に
は、自治体間で連携して、北陸電力に対しそれを迫ることができるよう、連絡調整等を積極的
に行うこと。

３． 原発立地自治体に隣接する自治体の知事として、原発立地自治体である石川県知事と、志
賀原発について協議する場を設けること。その協議の一環として、県境を越えた石川―富山
県内の市町村自治体が連携して北陸電力と安全協定を結ぶことの条件を整えること。

４． 国の原子力安全委員会の「防災指針」が確定するのを待っているだけでなく、原子力防災
について進んで研究し、「地域防災計画」の一環としての「原子力災害対策」について、県と
して積極的な改訂方針を、早急に打ち出すこと。

知事政策局 防災・危機管理課柿沢課長を始め、
4 人が応対した。期日通りに回答を得る場を設定して
くれたことに敬意を表し、今回は「紳士的」（？）な態
度で臨んだ。
始めに柿沢氏の口から話された知事からの回答

は、全て「想定内」のものであった。「県が北電との間
で安全協定を結べ、さらに、県が県内自治体が安全
協定を結ぶことのサポートを」という申し入れ１．２．に
ついては、「国の原子力安全員会における防災指針
の議論の中で、『立地自治体に準じた扱いが望まし
い』ということになれば・・・」という、「待ち」の姿勢であ
る。３．については、「当然、石川県知事とは緊密に
連携を取っており、これからも取る」という言い方であ
り、これも、特段熱意は感じられない。４．の地域防災
計画については、「国の『防災指針』が確定するのを
待っているだけでなく」という申し入れの文言に引っ
かかったのか、「国の防災基本計画というものがまず
あり、それに基づいてあるものであるから、国の動きを
見ていく。しかしそれだけではなく、それと平行して、
県の防災会議を開くなど、専門家の意見も聞きなが
ら、議論を重ねて、県民の安全･安心を守るために、
しっかりと確かな答えを積極的に考えている」と強調
した。申し入れについての県の回答は、このように、
慎重な言い回しに終始した。
そこで、こちらから、そのような「模範解答」でいい

のか？県は、自治体としての「団体自治」の前進をど
うはかるかという問題として、原子力規制行政の問題

を認識しているのか？この私たちとの協議の場を、
「住民自治」を受け止め、力にしながら、さらに「団体
自治」を前進させることの実践として認識しているの
か？と問うた。その上で、こちらから、原子力災害対
策／原子力規制行政を巡る全国各地の動きが、マス
コミ報道にどれだけ取り上げられたかを調べて独自
に数値化したものを資料として提示した。
それにより、今年 5 月からは月平均９件の記事が

あり、事業者別では、関電、九電、中国電に対するも
のが多く、動きは、（東北・関東がまだ災害当事者とし
て話せる余裕がないこともあり、当然ながら）西高東
低であること、立地自治体（県） 21 件に対し、非立地
自治体（県）が 33 件と 1.5 倍も動きがあること、安全
協定の範囲拡大（ 16 件）と事故通報の迅速化（ 2
件）要求を合わせると、地域防災計画のＥＰＺ拡大（ 9
件）の 2 倍にもなること、そして、安全協定締結を要
求するパターンが、実は、県と県下自治体との連携
によるものが大半であることなどが説明された。私た
ちの申し入れ行動の根拠が、全国の動向の数値化
で一層明らかになったことと思う。
さらに、こちらからの提案として、県の防災会議に

北電が「説明者」として招かれているのであれば、同
じように、私たち反原発市民の会・富山も、 1980 年か
ら反原発に取り組んでいる老舗の運動体として、原
発を再起動させないという立場の「説明者」として招
いてもらいたいと要求した。

そして最後に、「あなた方と話すと大変勉強になる」という課長ら行政側参加者4名に、

一人ずつ印刷物を渡して、地域住民／議員／自治体が机を並べて共に学ぶセミナー：[地

方自治体と原子力災害対策／原子力規制行政］ 現状と3・11以後の課題 を開催

（２７～２８p参照）することを告げ、ぜひ積極的に参加し、学ぶよう要請した。さらに、いず

れ来年のどこかの時点で、「安全協定の内容の問題」を含めて、あらためて申し入れを行

うことを予告し、１時間あまりの話し合いを終えた。
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｢原子力災害対策と一体になった地域防災計画の策定と、北

陸電力との安全協定の締結を進めるよう，首長に要請することを

求める陳情｣を県内１５基礎自治体と富山県に対しておこなう

この夏から秋にかけて、私たちは、「県内反原発キャラバン」で、県内全 15 市町村及び
県を回り、首長への申し入れを連続的に行いました。わたしたちは、反原発を掲げるグルー

プが、基礎自治体の首長さんたちと、率直な意見交換ができたことに、隔世の感を禁じ得ま

せん。これも、 3 ・ 11 がもたらす未曾有の深刻な事態が、地域住民と行政とに共通の課題
を突きつけているからこそ、実現していること、つまり、「アフター 3 ・ 11 」の「現実」なのだろ
うと実感しています。

この活動から、一歩進め、 12 月定例議会に向けて、 11 月 8 日に、県内 15 市町村議会
に対して、「原子力災害対策と一体となった地域防災計画の策定と、北陸電力との安全協

定の締結を進めるよう、首長に要請することを求める陳情」を提出しました。（陳情内容は 3
項目。 2項目目は、提出先によって異なる）また、 14日に、県議会へ同様の陳情しました。

県内 15市町村への陳情内容
2011年 11月 8日

陳情書
○○議会議長
□ □ 様

反原発市民の会・富山
代表 藤岡 彰弘
富山市神通町 3-5-3
電話番号 076-441-7843

原子力災害対策と一体となった地域防災計画の策定と、北陸電力との安全協定の締結を進めるよ

う、首長に要請することを求める陳情

【陳情の主旨】

原子力安全委員会における防災指針の論議が進むにつれて、新たな地域防災計画の策定や電力

会社との安全協定締結を巡る動きが、全国的に活発化しています。これらの動きは、「３・ 11 」という不
幸な経験を踏まえ、その経験を生かそうとする動きであります。貴自治体も、志賀原発の隣接県（の基

礎自治体）として、市民／町民／村民の安全・安心を守る積極的な取り組みが必要です。

富山湾や立山連峰という豊かな自然に囲まれた富山県。しかし、ひとたび原発事故が起こったなら

ば、気象条件によっては、山海の幸を失うのみならず、放射能が山脈を越えられずに滞留したり、降雪

と共に集中的に富山平野に降り積もったりする恐れがあります。また、避難するにも避難民を受け入れ

るにも、他県との出入りが限られている地理的条件が、大きな障壁となる恐れがあります。

これらのことを考慮し、積極的に、原子力災害対策と一体になった地域防災計画の策定と北陸電力

との安全協定の締結を進めるよう、貴議会として首長に要請することを求め、陳情します。

【陳情項目】

１、隣接県（の基礎自治体）として、原子力災害対策と一体となった地域防災計画を策定するよう、首

長に要請してください。（全自治体同内容）
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県議会への陳情書

陳情先 ２の内容

氷見全域を、UPZ として、北陸電力と安全協定を結び、停止中の原発の再稼働
氷見市 等、事業者の提案に対する「拒否権」を、事業者に認めさせるよう、首長に要

請してください。

小矢部市 貴市全域を、UPZ に準ずる地域として、北陸電力と安全協定を結び、停止中の
高岡市、砺波市 原発の再稼働等、事業者の提案に対する「同意権」を、事業者に認めさせるよ

南砺市、射水市 う、首長に要請してください。

富山市 貴市全域を、UPZ に準ずる地域として、北陸電力と安全協定を結び、停止中の
滑川市 原発の再稼働等、事業者の提案に対する「意見表明権」を、事業者に認めさせ

魚津市 るように、首長に要請してください。

上市町、立山町 貴市町村全域を、PPA ＝ 50km 圏（ヨウ素剤配布、屋内退避地域）に準ずる地
舟橋村、黒部市 域として、北陸電力と安全協定を結び、県下の他の基礎自治体との連携の下に、

入善町、朝日町 市民／町民／村民の安心が得られるまで、何度でも事業者から説明を求める権

利を事業者に認めさせるよう、首長に要請してください。

３、１・２を実現をさせる過程で、「県下の他の自治体と連携を図る仕組み」及び、「市民／町民／

村民の意見表明が可能となる仕組み」を作るよう、首長に要請してください。（全自治体同内容）

陳情を審議する委員会での陳述を求めます。

2011年 11月 8日
陳情書

富山県議会議長
坂田 光文 様

反原発市民の会・富山
代表 藤岡 彰弘
富山市神通町 3-5-3

電話番号 076-441-7843

原子力災害対策と一体となった地域防災計画の策定と、北陸電力との安全協定の締結を
進めるよう、知事に要請することを求める陳情

【陳情の主旨】
原子力安全委員会における防災指針の論議が進むにつれて、新たな地域防災計画の策

定や電力会社との安全協定締結を巡る動きが、全国的に活発化しています。これらの動き
は、「３・ 11 」という不幸な経験を踏まえ、その経験を生かそうとする動きであります。富山県
も、志賀原発の隣接県として、県民の安全・安心を守る積極的な取り組みが必要です。
富山湾や立山連峰という豊かな自然に囲まれた富山県。しかし、ひとたび原発事故が起こ

ったならば、気象条件によっては、山海の幸を失うのみならず、放射能が山脈を越えられずに
滞留したり、降雪と共に集中的に富山平野に降り積もったりする恐れがあります。また、避難
するにも避難民を受け入れるにも、他県との出入りが限られている地理的条件が、大きな障壁
となる恐れがあります。
これらのことを考慮し、積極的に、原子力災害対策と一体になった地域防災計画の策定と

北陸電力との安全協定の締結を進めるよう、県議会として知事に要請するとを求め、陳情しま
す。
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ご 案 内
セミナー：地域住民／議員／自治体が共に学ぶ

[地域自治体と原子力災害対策／原子力規制行政］
現状と3・11以後の課題
への参加を呼びかけます

東日本大震災という未曾有の出来事は、私たちに未曾有の課題を突きつけています。原発の

問題に限定しても、既存の原発に対する規制の強化／原子力災害への対策の強化を迅速に進

めながら、原発に依存しない／原発を必要としない社会・くらしのありかたをいかに実現するかと

いうことが、今や、この列島のすべての住民や自治体の共通課題になったと言っても過言ではあ

りません。

3 ・ 11 以後、列島各地で様々な反／脱原発の声やアクションが起こっています。その中でも、
とりわけ原発の規制や災害対策をめぐる動きの中で、特徴的なのは、立地・非立地の違いを問わ

ず、県や市町村という行政区分を〈越境〉し合って、自治体どうしが連携しながら、事業者との安

全協定締結を求める動きが進みつつあることです。「上からの指示待ち／事業者からの説明待

ち」という「待ち」の姿勢からの脱却が、各地で始まっています。

石川県においても、原発立地自治体の隣接自治体である２市１町を筆頭に、他の市町村もか

なり積極的に「待ち」の姿勢からの脱却を始めています。そして、私たちのメンバーでもある「反原

発市民の会」の者が「県内キャラバン」で富山県内 15 の基礎自治体を訪ね、直接首長や担当職
員の皆さんとお話したときにも、同様の動きが起こりつつあるという感触を得ています。

そこで、私たちは、富山県内の個々の地域住民が〈越境〉し合い、さらには、石川県の住民とも

〈越境〉し合い、連携して、それぞれの県下の、さらには石川県のそれぞれの自治体に対し、原

子力災害対策／原子力規制行政の確立・再確立を求めていきたいと思います。

その際に、住民は「住民自治」の担い手として、自治体は「団体自治」の担い手として、議員は

両者を繋ぐ者として、それぞれの役割を果たしつつ、「三位一体」となって事を進めることが何より

も大事であると思います。そうすることによって、未曾有の課題に直面している私たちが、地域の

未来／列島の未来を拓いていく手がかりを得ることが可能になるのではないでしょうか。

このような思いで、本「セミナー」をスタートさせます。皆さんの参加を呼びかけます。

【陳情項目】

１、隣接県として、原子力災害対策と一体となった地域防災計画を策定するよう、知事

に要請してください。

２、県内全域を、UPZないし UPZに準ずるものと位置付け、北陸電力と安全協定を結び、
停止中の原発の再稼働等、事業者の提案に対する「拒否権」を、事業者に認めさせる

よう、知事に要請してください。

３、１・２を実現をさせる過程で、「県下の他の自治体と連携を図る仕組み」及び、「市

民の意見表明が可能となる仕組み」を作るよう、知事に要請してください。

陳情を審議する委員会での陳述を求めます。
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セミナー：地域住民／議員／自治体が共に学ぶ
[地域自治体と原子力災害対策／原子力規制行政］

現状と3・11以後の課題
日程・プログラム

Ⅰ．地域自治体と原子力安全協定
菅原慎悦 （東大大学院工学系研究科原子力国際専攻／日本学術振興会特別研究員）

●日時：2011年11月20日（日）13:00～15:30

●場所：県民会館 704号室

Ⅱ．地域自治体と原子力防災計画
末田一秀 （「はんげんぱつ新聞」編集委員／自治労脱原発ネットアドバイザー）

●日時：2012年1月29日（日）13:00～15:30

●場所：サンフォルテ 304号室

Ⅲ．専門家幻想を超えて
地域自治体の原子力行政の改革への直言

多名賀哲也 （前石川県平和運動センター事務局）

●日時：2013年2月19日（日）13:00～15:30

●場所：サンフォルテ 304号室

セミナー参加費：１回のみ参加 一人１０００円 ２回参加 一人２０００円

３回全部参加 一人２５００円とします。

「越境する原子力災害対策／原子力規制行政を求める住民ネット・富山」

(略称）〈越境〉ネット・富山

代表 埴野 謙二

連絡先 〒 930-0856 富山市牛島新町６－１－９０５

電話番号 076-441-7843 FAX 076-444-6093


